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新たな財政理念
の到来

主なポイント

►2017-18年度においては、事業所得
税・給与所得税・個人所得税について、
税額の75%または30,000香港ドルのい
ずれか小さい金額を税額控除

►給与所得税の累進税率を乗ずる金額
を45,000香港ドルから50,000香港ド
ルに増額

►給与所得税の累進税率を、2%・7%・
12%・17%から 2%・6%・10%・14%・17%
へと改正

►75,000香港ドルの障害者手当を導入

►適格健康保険料の支払について、1人
あたり8,000香港ドルまでの税額控除（
扶養家族を含む）を導入

►扶養子女控除及び誕生年度における
控除を、100,000香港ドルから
120,000香港ドルに増額

►扶養父母控除や扶養祖父母控除を、
60歳以上の場合46,000香港ドルから
50,000香港ドルに、55歳～59歳の場
合23,000香港ドルから25,000香港ド
ルに増額

►高齢者在宅介護費用控除の上限を
92,000香港ドルから100,000香港ドル
に増額

►既婚者の個人所得税の査定に関する
選択の要件を緩和

►課税対象となる各不動産について、
2018-19年度の不動産税を四半期ごと
に最大2,500香港ドル免除

►社会保障給付が2か月分増額

2018-19年度の財政予算演説において、財政長官は、香港が嵐へと勇敢に立ち向

かい、夢を現実に変えることができると信じている旨を述べましたが、一部の聴衆は

より多くのことを望んでいたかもしれません。

この数週間、世間では、2017-18年度の財政黒字の規模や、この黒字による恩恵

をいかにして納税者や一般市民に共有するかが注目されていました。圧力団体が

利害関係者に代わって提案を行いましたが、一般市民は、個々の状況にふさわしい

形で使うことができるよう、現金での給付を望んでいました。行政長官が財政準備金

の有効活用を目指す新たな財政理念を表明していることもあり、2018-19年度にお

いては、政府の新たな理念を実行するための詳細な計画や大幅な減税措置を導入

した特別な財政予算が策定されるだろう、と過度に楽観視されていたものと思われ

ます。

財政長官の予算演説をふまえると、財政準備金の利用による将来の投資資金の確

保や公共サービス提供の大幅増等、新たな財政理念の全面的な実現には、もう少

し時間がかかるものと思われます。

2018-19年度の財政予算は慎重です。2017-18年度の財政黒字を有効活用する

意向を示しているにもかかわらず、財政長官は今後5年間の公共支出がGDPの
21.2%～21.8%の範囲にとどまると予測しており、この数値は昨年の予算における

中期予測とほぼ同一です。現在、香港の財政準備金は1兆910億香港ドルですが、

2023年3月31日には1兆2,226億香港ドルに増加すると予測されています。財政

準備金が減少しないのであれば、政府が財政準備金の有効活用をどのように達成

するのか、疑問視されるかもしれません。

さらに、イノベーションや技術への支出増加提案が賞賛される一方、支出の効果の

測定や支出に見合う効果の確保といった点で課題が残っています。
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財政長官は、高齢化の懸念に対処するため、いくつかの斬新

なアイデアを出したようです。年金制度にもMPFへの自発的

な拠出の損金算入にも、定年退職への準備のためのインセ

ンティブを与えるべきです。この2つのアイデアが達成できる

かどうかは、今後公表される運用の詳細しだいです。

世間では現金での給付が期待されていましたが、財政予算

の演説では言及されませんでした。中産階級は、給与所得税

の減額、累進税率の改正、各種人的所得控除の増加などの

寛大な措置に満足していると思われますが、中小企業も同様

の減税措置を受けるべきと考えられます。

財政長官は、思いやりのある公正な社会の構築を強く望んで

いる旨を頻繁に述べています。財政予算演説では、社会保

障給付の2か月分の増額など、思いやりのある公正な社会の

構築を達成するための施策にも言及しました。ただし、経済的

に恵まれていない学生への給付は2,000香港ドルであり、や

や低いと考えられます。

結論として、2018-19年度財政予算演説で述べられた提案

の骨子は、政府の新たな財政理念の実行に向けた第一歩で

あると考えられます。今後、新しい理念の全面的な展開が期

待されます。

香港の経済発展を促進する前向きな税制措置

財政長官は、本日の財政予算演説で、税務政策部門（TPU）
の調査結果や所見に基づき、政府が採用した税制措置につ

いて詳細に説明しました。

TPUは昨年、香港税制の国際的競争力を見直し、特にイノベ

ーションと技術の発展を促進する目的で、香港財経事務及庫

務局の下で創設されました。

2段階の利益税率税制案の提案

近年、外国から投資やビジネスを誘致するために法人所得税

率を引き下げるという国際的な潮流がありますが、これに対

応するため、香港は、立法議会での法案承認を経た後、

2018-19査定年度より2段階の事業所得税率を導入します。

この制度の下では、企業および非法人事業の200万香港ド

ルまでの利益について税率が半分に引き下げられ、企業で

は16.5％から8.25％に、非法人事業については15％から

7.5％に削減されます。残りの利益については引き続き通常

の税率で課税されます。

中小企業や新興企業がこの制度の恩恵を享受できるように

するため、また、所得の意図的な分割を防止するため、改正

法案では、1査定年度において「関連当事者（Connected
Entities）」のうち1社のみが適用できるという制限条項が含ま

れています。

適格研究開発（R＆D）活動の支出に対する特別控除の
提案

財政長官は、適格研究開発活動に対する支出の特別控除案

に関して、関係当局が利害関係者の意見を聴取し、法案を作

成中であると公表しました。政府は、2018年内にこれを実行

するため、立法議会への早期の法案提出を目指しています。

この提案では、200万香港ドルまでの適格研究開発支出につ

いては300%の損金算入を認め、残りの適格研究開発支出に

ついては200%の損金算入を認めることとされています。

この構想は、香港におけるイノベーションと技術開発を促進す

る手段として歓迎すべきものですが、財政長官は、法案のいく

つかの点について更なる検討を行う必要があります。

まず、特別控除は、香港で行われた研究開発活動に要した支

出にのみ適用されるとの理解です。また、研究開発活動を委

託した場合には、香港内・香港外のいずれで行われたかにか

かわらず、当該特別控除が適用されない可能性があります。

実務上、企業グループ内におけるコストシェアリング契約に基

づき、企業が香港内外のサービスプロバイダーに研究開発活

動を委託するケースがよくあります。特に、特定の種類の研

究開発活動を行うにあたって必要となるスキルと専門知識を

有する人材が香港にいないケースなどがこれに該当します。

当該特別控除案の下では、そのような企業は研究開発費の

特別控除を適用できないでしょう。

特別控除の代わりに、補助金の交付や税額控除による還付

などのオプションを付与する追加条項を法案に導入することも

検討に値するかもしれません。

これらのオプションは、利益を計上しておらず特別控除の有

用性がない企業にとっては、研究開発活動を続行するための

インセンティブとなるでしょう。

法案を作成するにあたり、財政長官が以上の点を検討するこ

とが期待されます。

香港の資産運用業界をさらに強化

財政長官は予算演説において、香港ファンド業界の市場競争

力を強化し経営基盤を多様化するために香港政府が既に導

入しているインセンティブに言及しました。

これらのインセンティブには、香港籍の会社型私募オープンエ

ンド・ファンド企業（OFC）に対して事業所得税を免除する改正

法案が含まれます。OFCの免税に関する税制案が国際基準

に準拠していることを担保するため、政府は、当該税制案に

おける潜在的なリングフェンシングの要素を取り除くよう、法

案に一定の修正を加えることを検討しています。
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主要な予算案作成上の仮定、予測及び基準

2018-19年度から2022-23年度の中期予測（MRF）における仮定

► 予測期間の実質GDP成長率は、2018年を3%～4%、2019年～2022年のトレンドを3%と見積

► 投資利益率は、2018年度を4.6%、その後を年間3.7%～4.9%と見積

► 2019-20年度以降の土地売却収入を、GDPの3.6%と見積

► 2022年3月31日時点の財政準備金の予測残高は、前回は9,429億香港ドルと見積もられたが、今回は1兆2,027億香
港ドルへと修正された（その年度のGDPの36.8%に相当）。また、2023年3月31日時点の財政準備金の予測残高は、1兆
2,226億香港ドルと見積もられている（その年度のGDPの35.6%に相当）。

予算案作成基準

► 予算収支
長期的に総合収支の均衡を維持

► 歳出方針
長期的な経済成長率に対応した公共支出

► 財政準備金
長期的に適切な準備金を維持

Source: Budget 2018-19

中期予測と財政準備金（単位：十億香港ドル）

年度
2017-18
(改訂後) 2018-19 2019-20 2020-21 2021-22 2022-23

一般会計歳入 436.9 456.1 508.0 505.0 532.0 568.7

一般会計歳出 (372.9) (441.5) (470.3) (498.0) (526.0) (557.1)

一般会計収支 64.0 14.6 37.7 7.0 6.0 11.6

資本会計歳入 175.5 148.4 125.7 129.9 138.1 147.1

資本会計歳出 (101.5) (116.4) (117.9) (121.9) (139.0) (138.7)

政庁債及び証券の返済 - - (1.5) - - -

政庁債返済後の資本会計収支 74.0 32.0 6.3 8.0 (0.9) 8.4

総合収支 138.0 46.6 44.0 15.0 5.1 20.0

3月31日時点の財政準備金 1,091.9 1,138.6 1,182.6 1,197.6 1,202.7 1,222.6

さらに、財政長官は、香港のファンドサービスセンターとし

ての本格的な発展を促進するため、プライベートエクイテ

ィファンド向けのリミテッド・パートナーシップ制度とその関

連税制の導入可能性を検討すると発表しました。

上記のインセンティブは歓迎すべきものです。また、財政

長官は、香港籍のOFCについて提案されている免税を全

種類の香港籍ファンド（香港籍の信託基金、香港外で設

立された香港籍ファンド、提案中のリミテッド・パートナーシ

ップ制度外で設立された香港籍のパートナーシップ・ファン

ドなど）に拡大することを検討する可能性があります。

香港の債券市場の発展

現在の適格負債性金融商品（QDI）スキームにおいては、

QDIの満期が7年以上であれば、QDIから生じる利息収入

およびトレーディング利益は香港で免税となります。満期

がそれよりも短いQDIでは、50％の税率優遇を受けること

が可能ですが、優遇税率を享受するには、当該負債性金

融商品を香港金融管理局（HKMA）の中央マネーマーケッ

ト・ユニット（Central Moneymarkets Unit）に申請し、認

可されなければなりません。

財政長官は予算演説において、香港における債券市場の

更なる発展を促進するため、QDIスキームを、香港証券

取引所に上場している債券（HKMAで認可されていない債

券）へと拡大することを発表しました。さらに、従来、満期

が7年以上のものだけが免税の対象とされていましたが、

いかなる満期の負債性金融商品にも免税が拡大されるこ

ととなります。
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